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Ⅰ．はじめに
住民は生活を営みながら、多様な領域の生活課題との関わりで学習活動を行っている。公民館や
図書館・博物館といった社会教育施設を利用したものや、民間教育産業が提供する「学習機会」を
利用する、あるいはインターネットを利用する等々、その学習方法は極めて多様である。また、学
習内容は、労働・生産・生活過程との関わりで、極めて多様な領域にわたっている。職業に関する
知識・技能の修得や日常生活・趣味に関する知識など、社会的に取り結ぶ人間関係やライフステー
ジの状況などによっても、興味関心の所在は異なってくる。
生活を営む中で直面する課題は、個人の生活課題であると同時に、社会的に共通する課題として
様々な領域に存在し、そうした課題で多くの個人が連携するとともに、行政・企業・地域住民組織・
ボランティア・ＮＰＯ等が「協働・協同」して対処することが求められている。学習の積み重ねと
課題解決に向けた様々な実践が必要とされている、ということである。
ところで、学習活動を発展させる、あるいは個人が学習した成果の活用を図るという場合、そこ
では多様な方法・形態があり得るのだが、それまでの学習活動を次の段階へと発展させる上で「学
習相談」という対応が社会的に用意される必要があるのではないか。いわば個人の学習をサポート
し、さらに次のステップへのアドバイスをすることが社会的に必要とされてきている、ということ
である。そこでは、社会教育・生涯学習行政（公民館や図書館・博物館などの社会教育施設を含む）
とともに、大学の果たすべき役割が大きい、と考える。
今後は、大学が「学習相談」ということで、より積極的に住民の学習活動をサポートし、学習活
動をより発展させ、さらに「学習成果の活用」を図る上でコミットしていくことが求められる、と
考える。
この小論では、こうした視点から、これまでの大学における実践や、住民の学習活動と社会教育
行政の役割などとの関わりをふまえ、今後の方向性を探る上での論点整理を行いたい、と考える。
Ⅱ．地域課題の多様化と課題に取り組む「人材育成」
（１）「地方創生」の課題と取り組み
今日、地域住民の学習活動を考えた場合、生活を営む基盤である地域の状況、そして地域課題・
生活課題について把握することが必要とされている。
多くの地域では、多様な地域課題や生活課題が深刻化してきている。中でも人口減少や、その基
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底的要因としての経済問題が表面化してきている。全国的な統計をみても、「格差拡大」の傾向が
顕著となっているのだが、地域間不均等があり、第一次産業の比重が高い地域での「格差」や人口
減少が著しい。その結果、高齢化率の高さや限界集落の増加が顕著となっている。
住民の所得格差は、自治体の財政基盤の「格差」となり、様々な場面での「社会資本」の不足に
結びつく。公共交通機関や病院、学校、流通部門における店舗の閉鎖（スーパーの撤退など）、文
化施設の不足、等々として現れる。また、結果として様々な部門での就業機会の減少となり、若者
の就業機会の減少として現れる。
若い世代の就労場面が縮小するにつれて、多くの地域では急速に人口が減少している。そうした
状況は、大都市東京の一部でも進行し、自治体としての存立が危ぶまれるところも多い。平成 26
年に示された「地方創生会議」の提言は、これまでの動向から必然的に導きだされたものではある
が、多くの人々に確実に衝撃を与えた。
現在、安倍政権の下で「地方創生」の様々な取り組みがなされているが、ここでは以下の視点か
ら筆者なりの問題提起をしたい、と考える。
第一に、「グローバル化」との関連で「地方創生」を考えてみる必要がある、ということである。
地域の産業基盤が、「グローバル化」が進行することで活性化する場合もある。例えば、一部の産
業部門では輸出が拡大することによって企業の業績が上昇している。円安という条件もあって、外
国人観光客の増加が地域経済を活性化させている、ということもある。しかし、資本輸出が増加す
る中で、多くの地域では工場の閉鎖などが進行し、就労の機会が縮小している例が多く、そのため
多くの自治体が新たな産業育成などの課題に取り組んでいる。
第二に、「地方創生」を目指す上で、地域の産業再生・活性化を基本としながらも、医療や福祉・
教育など、多様な領域における地域課題・生活課題との関連で「地方創生」の課題を考える、とい
うことである。例えば、若い人の移住を促進しようとする場合、就労の機会も重要なのではあるが、
たとえ賃金水準が大都市と比較して低い場合でも、住宅費や子育てなどに要する費用を節減したり
通勤に要する時間などが節約できることから、トータルで地方の方が生活しやすい、ということが
考えられる。また、子育ての環境として、自然が豊かで、地域の住民の協力が得やすい、といった
ことも考えられる。自治体によっては、保育施設・保育専門職員の充実を図り子育てに補助を行っ
ている例もある。このように、生活条件をトータルで考えた場合、「地方創生」を図る可能性は未
だ十分に存在している、と考えることができるのではないだろうか。
第三に、地域課題・生活課題に取り組む「人材育成」を重視する、ということである。この「人材育成」
という課題は、地方自治体は勿論、大学なども含めた関係機関・組織との「協働・協同」を不可欠
にしている、ということである。個人が直面している課題は、仕事や育児、家族の介護等々多様で
あるが、今日の社会では「自己責任」で対応することが求められがちである。しかし、多くの「個人」
に共通する課題であるという認識が形成された場合、様々な「協働・協同」で取り組むことが必要
とされまた実際に取り組みがなされる、そのための「人材育成」が追求されている、ということを
確認しておきたい１）。
第四に、大学がどのように関わりを持ち得るのか、持つべきなのか、ということである。「大学
開放」の内実を捉え直す上でも、「地方創生」と「大学開放」は、密接に関わる問題である、と考える。
第五に、この小論全体に関わるのだが、学習活動の発展を図る、あるいは住民の「学習活動とそ
の成果の活用」ということを、どのような文脈ないし「場」の中で捉えるのか、ということである。
学習活動については、社会的に提供される「学習機会」を利用して行う行為として捉える人も多いが、
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筆者はより広範なものとして捉えたい。とりわけ今日のように、インターネットが普及し、様々な
領域の情報が容易に入手できる環境にあることを重視したい。とはいえ、「情報の入手」と区別して、
公民館や大学等の提供する「学習機会」を利用する学習活動の重要性についても、併せて指摘して
おきたい。
ここで、大学が持つ「研究と教育」の機能について考えておきたい。大学という社会的存在が、
社会的に果たすべき役割として期待されることは、これまで必ずしも十分検討されてきたとは言い
難い２）。今後の日本経済の発展方向や「地方創生」を展望する際には、企業や行政と大学との「協
働・協同」が積極的に追求され、さらにその中で「課題解決に取り組む人材育成」が重要な課題で
ある、と筆者は考えている３）。現在、医療・福祉・教育・文化など様々な領域における技術・商品
開発が必要とされている。また、非正規雇用が４割を超えるといった労働市場の再構築も不可欠で
ある。そのためには 300 兆円にもなると言われる企業の内部留保の活用も積極的に図られるべきで
はないか。さらに、今後の経済成長モデルは、輸出重視から脱却し、むしろ国内市場に力点を置き、
結果として国際市場にも対応できる経済モデルを前面にうちだすべきではないか、と考えている。
そうした展望の中で、大学と企業や行政との「協働・協同」が追求されるべきであり、「人材育成」
が位置づけられるべきではないか、ということである。
（２）「社会的協働・協同」による課題への取り組み
次に、「防災・減災」の課題について触れておきたい。今年４月、熊本県を中心として発生した
地震は、多大な被害を生じさせた。気象庁が実施してきた観測ではかつてない規模の大地震であっ
た。今回の地震は、改めて日本が「災害大国」であり、いかなる地域においても自然災害が発生し
得るということを思い知らせるものであった。昨年の関東東北地域の大洪水の被害も記憶に新しい
ところである。
こうした災害への対応として、「いかに被害を少なくするのか」という、「防災・減災」の取り組
みが実践的に求められている。これまでも、富山大学では、「防災・減災」に対する取り組みについて、
「大学開放」との関わりで追求してきている４）。しかしながら施設の耐震化や堤防のかさ上げといっ
たインフラの整備も重要ではあるが、課題解決に向けて「人材育成」ということも目的意識的に追
求される必要があるのではないか。その点に関連して、これまでは行政が「縦割り」で展開され、
他の部局や関連する企業・住民組織・大学などとの連携は、必ずしも十分ではなかったことを指摘
したい。今後は、社会教育・生涯学習とも積極的に「協同」することが必要とされている。
以上の問題意識から、ここで今回の熊本・大分地域の災害について、「社会的協働・協同」の視
点から捉え直してみたい。もとより災害を専門としているわけではないが、マスコミの報道からう
かがい知ることができた範囲内で若干の問題提起をしたい。
日本の生産力の今日の到達水準の高さは、ＧＤＰが世界第三位の高さにあることに端的に示され
ている。生産財・消費財は多くの領域で世界最高水準の商品・サービスとして生産され、流通して
いる。
ところで、災害が発生した場合、行政に期待される役割は極めて大きいのだが、今回の被災地域
における多くの自治体職員にとってはまったく初めてのことであり、事態の把握や対応のノウハウ
が皆無で、完全に手探りの状況にあった。
これに対して注目されることは、災害救援や復旧・復興支援を行うＮＰＯでは多くのノウハウが
あり、様々な場面でその蓄積した経験が生かされている、ということである。平成７年の「阪神・
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淡路」からはじまって「東日本」までの地震による被害に対応することで、多くの経験・実践が蓄
積されてきている。こうしたボランティア・ＮＰＯと行政の「協働・協同」が必要とされている、
ということである。
行政が設定した避難所の収容人員に限界があるのは当然だが、今回は未曾有の事態が生じていた。
避難所に入りきらない多くの人が、車中泊をしたり、自主的・自立的に避難所を開設したのだが、
行政の側では十分把握できず、そこへの救援物資については、しばらくは配送されなかった。
このような事態を考えた場合、少なくとも以下の点が指摘できるのではないか、と考える５）。
第一に、行政の枠を超えた対応の必要性が明らかになったといえる。例えば、被災した自治体と
その近隣の自治体では設置されている病院にその収容人員を超えた患者が押し寄せた。避難生活が
長期化することによって、避難所での生活や自家用車での車中泊が続くことにより、ストレス・疲
労が蓄積され、脳梗塞や心臓疾患、肺炎などが増加した。入院患者を収容しきれないという状態に
陥っていた。こうした状況では、行政の枠を超えた対応をすることが必要とされているのではない
か。
同様のことは、物資の流通においても生じる。全国から届けられる救援物資が、実際に必要とす
る被災者に行き渡らない、という事態も報告されている。
第二に、行政における人員の絶対的不足がある。「行政改革」により、人員削減や行政の民間委
託などが推進されてきたために、職員の絶対数が不足する傾向にある。危機管理状況においては、
普段の業務がストップしているにもかかわらず、被災者の状況の正確な把握やそれに基づく対応が
十分できない状況に陥っている、ということである。この点、東日本大震災の際には、全国の自治
体から自治体職員の応援がなされた。
第三に、被災情報と救援に関する情報の発信、そして物資の移動が全国的に展開されたのだが、
そこではＳＮＳ等の情報通信システムが大きな役割を果たしている、ということができる。福祉施
設、病院、自主避難所、ＮＰＯ、個人などが、独自に被災地の状況や必要とする救援についての情
報発信を行い、それに対して全国から救援物資が送られた、ということである。
第四に、避難所における被災者の「ＱＯＬ」の問題について触れておきたい。災害発生当初は、
プライバシーの保護が基本的に確保し難い状況にある。また、食料・飲料水の他にも様々な生活物
資を確保することがままならない、という状況になりがちである。今回の熊本地域の地震の場合、
規模の大きい地震・余震が継続的に発生したこともあって避難生活を余儀なくされた人が多く、避
難生活は長期化した。こうした場合に、避難所が「生活する場」としての条件を整えられるべきで
ある、ということを確認したい。
水道や電気・ガスなどのインフラの復旧のテンポにもよるが、今回のように規模の大きい地震が
連続した場合、たとえ自宅が半壊ないし一部損壊状態であっても、自宅で夜寝ることに不安を感じ
て避難所に行く、あるいは車中泊を余儀なくされる、ということがある。そのような、状況にあっ
ては、避難所の収容人員は大きく定員を上回ってしまう。しかし、そうした収容人員の観点だけで
なく、内実的な観点として、避難所での生活にプライバシーを保護するという思想が十分位置づけ
られていない、といえるのではないか、と考える。
第五に、社会的にみれば、全国の自治体や企業・個人などで、災害時に備えた様々な生活物資・
資材などが備蓄されているが、こうした物資について、全国的にネットワーク化した情報通信・配
送システムが実効的に組織化される必要がある、と考える。今回の熊本・大分地域の被災者は、被
災者救援、そして被災地の復旧・復興という目標に向けて、改めて行政、企業、社会組織、ボラン
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ティア・ＮＰＯなどが「協働・協同」する必要性・意義とその可能性を示している、と考える。
Ⅲ．地域の教育課題と社会的協働・協同
（１）「地域学校協働」の取り組み
この間、「学校支援地域本部」の取り組みも含め、「学校評議員」ということで学校運営に住民が
参加・参画したり、学校教育を地域住民がサポートする様々な実践が追求されてきた。通学時にお
ける「見守り」や「総合学習」におけるゲスト・ティーチャーとしての役割など、地域・学校によっ
て違いはあるが、「協働・協同」は多様な内容・形態で追求されてきた、ということができる。また、
中教審答申でも「地域と学校の連携・協働」の推進ということが議論されてきた６）。
ここで、学校と地域が連携していく必要性・必然性について考えてみたい。
学校という社会システムの社会的位置づけは、何よりも「児童生徒が社会人として自立して生活
を営むことができるように育む」ということである。そのため、今日では９年間の「義務教育」期
間を設定している。とはいえ、社会的な状況の変化から、「義務教育」に続く３年間が「準義務化」
する形になっている。
以下では、主として「義務教育」の枠の中で「学校地域協働」ということについて考えてみたい。
第一に、学校教育における「学習内容」をめぐる問題である。一義的には「学習指導要領」や「教
科書」に集約されるのではあるが、社会的に蓄積された学問・研究成果のエッセンスを教育内容と
して精査する、という視点が重要なのではないだろうか。
第二に、実際に社会生活を営む上で必要とされる知識や技能の習得、人格の形成などを前提とし
た「人間形成」が必要とされている、と考える。そこでは、労働・生産・生活過程において自分が
割り当てられた「役割」を十全に遂行するための能力の形成、ということが必要とされることにな
る。勿論、具体的な労働の場面は多様であることから、一定の共通する内容と社会的平均的に求め
られる水準での能力の形成が求められることになる。とはいえ、特に専門分化した職業の場合、他
の職業とは大きく異なる高い水準の能力が求められることになり、その一定の水準に到達すること
が必要不可欠なものとなる。職業に関する知識・技能の修得という課題についても、現在実施され
ている「職場体験」以上に多様な教育プログラムを開発することが求められており、そこでは「地域」
の協力が不可欠である、と考える。
第三に、学校における児童生徒の学習活動を考える場合、家庭や地域における様々な知識・経験
の蓄積が、いわば学習成果を実現する前提条件として位置づけられるのではないか、と考える。
第四に、地域における社会教育・生涯学習の提供する「学び」が重要な意義を持っている、とい
うことである。知識・経験の蓄積という面とともに、その学習の場面で、多くの他者と触れあい交
流する「コミュニケート能力」の向上や「人格形成」に結びつく、と考える。
（２）「食育」への取り組みと「協働・協同」
関連して「食育」の多様な実践をふまえて、「学校と地域の協働」ということに触れておきたい。
言うまでもなく、「食育」については、児童生徒は勿論、成人や高齢者も直面している課題である。
今日では、「認知症」との関わりや「腸内フローラ」への関心も高まってきており、また、「ＴＰＰ」
の問題も注目されている。「食育」は、幼稚園・保育所、学校、地域で多様な実践が展開されている。
現在、児童生徒の食生活・食文化の内実をめぐって、様々な課題が表面化している。以下では、「学
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校と地域との協働・協同」の課題に限定して論点を指摘するにとどめたい７）。
第一に、児童生徒が日常食する多くの食物について、地域および社会でどのように生産され流通
しているのか、ということについて理解を深める課題である。
第二に、食料となる植物や家畜の成育についての理解である。とかく、好き嫌いの激しい児童生
徒に対する指導として、農作業体験を行うことなどが重視され、実際に取り組まれてきた。その際、
地域住民の協力が不可欠である。
第三に、自然の生態系や自然的存在としての人間について学習することの重要性である。地球温
暖化の問題や、化学肥料・農薬の使用、抗生物質の使用等々の農業生産について理解を深める必要
がある。また、低農薬・無農薬・有機農法などについての理解も必要とされている。人間が自然の
一部であり、生命体として自然と相互規定的にかかわっていること、さらに人間の生命体としての
機能について、より具体的に理解を深める視点が大切である。身体の成長や健康の保持には一定の
栄養・カロリーの摂取が必要であると同時に、過剰摂取の場合の生活習慣病発症の可能性などにつ
いても、具体的に学習することが求められる。
第四に、「子どもの貧困」と関連するのだが、地域住民のボランティアで運営されている「子ど
も食堂」について触れておきたい。最近、家庭で十分な食事ができていない子どもも多い、といわ
れている。これに対して、栄養や食物繊維などを勘案しながら安価な食事を提供しているのである。
そこでは、住民が食材を提供したり、ボランティアで調理を行っている。
こうした「食育」の内容は、家庭や学校の枠内で実現できる範囲のものも多いが、全国的な実践が、
「学校と地域との協働・協同」で取り組まれていることを確認したい８）。
Ⅳ．「大学開放」の新たな方向性を探る
（１）「学習機会」と住民の学習活動
今日、情報関連技術の著しい発展により、ＩＣＴの活用による学習活動の展開が新たな段階に入っ
てきている。ＩＴの領域における技術革新はめざましく、多様な学習機会に関する情報提供が可能
になっている。また、学習内容となり得る様々な情報がインターネットを通じて入手できるように
なっている。多くの『研究紀要』や『調査報告書』、さらに学術論文がＰＤＦファイルとなって社
会的に公開されている。
このような印刷物の電子化されたものだけでなく、講座・講演会・授業などのコンテンツ（実際
に講演活動しているところを動画として収録したもの）も、情報発信されるようになっている。現
在の発達したＩＣＴ環境では、多様なものがあり、その中には学習素材として活用できるものも決
して少なくない。
情報を検索し、ダウンロードする機材も小型軽量化が進行し、「いつでも、どこでも」ネットか
らの情報入手が可能になっている。その意味では、学習できる条件は、社会的に整備されてきてい
る、ということができる。さらに、ＳＮＳといったシステムを利用して、ネットで「コミュニティ」
を構築し様々な情報が共有されるようになっている。
こうした情報技術の開発は、今後一層発展していくものと考える。ＶＲの新たな技術開発は、教
育と学習の領域だけでなく、様々な領域での新しい発展の可能性を示している。
ここで、学習活動を発展させるということと「学習の成果の活用」ということについて、若干検
討しておきたい。
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学習活動を発展させるということについて、より具体的に、学習者が育児期の保護者であると仮
定してみよう。
例えば、乳幼児期の児童をめぐって、様々な課題が生じている。
第一に、育児に関する保護者、とりわけ母親の「子育て」をめぐる問題である。
第二に、「男女共同参画」の視点からの問題である。男女間で「性別役割分業」がなされており、
それは家族・家庭内の問題としてだけでなく、職場や地域における問題としても吟味される必要が
ある課題である。
第三に、家庭教育の課題にも関わるのだが、「食育」の問題を指摘しておきたい。
第四に、「家庭内暴力」の問題について触れておきたい。
こうした問題が家庭内に存在する中で、社会的な様々なサポートにおける課題が切実なものに
なっている。児童相談所などの社会福祉、あるいは保健所などの保健行政機関、小児科などの医療
機関、等々の果たすべき役割が増大している、ということである。
第五に、「親育ち」の考え方も重要な視点である、と考える。
第六に、「子育て」は、社会的協働の事業として遂行される必要がある、ということである。
第七に、児童の成長発達に関する様々な研究領域の成果に学ぶ必要がある、ということである。
乳幼児期の脳の発達についての研究や、「子ども―親関係」の在り方、「遊び」を通じた精神的・肉
体的発達、「社会性」の涵養等々、医学・心理学、教育学等々、様々な研究領域からのアプローチ
がなされてきており、その成果の蓄積も多い。子どもの成長発達について、身体的・精神的に様々
な角度から捉え直す必要があるのであり、それはまた、保護者の成長発達や、社会的な医療その他
の専門機関、行政、地域住民の組織、ボランティア・ＮＰＯなど、多くの人々の「協働・協同」によっ
て「子育て」が追求されるべきであることを反映している、と捉え直すことができるのではないか。
また、大学における地域住民への「学習機会」の提供、ということで、私立・公立・国立の如何
を問わず、多くの大学で公開講座・講演会等の教育事業が実施されてきた。その主たる対象は地域
住民であるが、対象を絞るとともに内容を精査して教育事業を実施する例も多い。
正規の授業を市民が受講できるようにする「授業公開」も実施されてきている。そこには、一般
の学生と比較して、授業を理解できる十分な「学力」や「学習力」が備わっているのか、という問
題もある。つまり、大学生と同等の「学力」ないし「学習力」がなければ、授業内容を十分理解で
きないのではないかということであり、その場合、受講者は不満・いらだちを感じる一方、他方で
は授業を担当する教員の負担も大きくなる、ということになる。
他に、社会教育関係職員を対象として、いわば専門職員への研修を実施している場合も多い。周
知のように、「社会教育主事講習」が多くの大学で実施されているが、これは教員や自治体職員な
どを主たる対象とし、「社会教育主事」の資格取得を付与する、重要な研修機会である。この「講習」
で資格を取得し、その後教育委員会や公民館等で「社会教育主事」として勤務する人も決して少な
くない。
併せて、「生涯学習プラットフォーム」の役割について触れておきたい。
「学習機会」を提供する機関や施設などが、それぞれの「学習機会」に関する情報提供を行う場
であり、学習者がそこで主体的に「学習機会」に関する情報を取捨選択する場として機能するのが
「生涯学習プラットフォーム」である。
これまでも、「富山県民カレッジ」では、県内の様々な機関・施設などが「学習機会」を提供し、
その情報を「県民カレッジ」の受講生が自由に選択して学習活動を追求することができる、という
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条件づくりがなされてきた。「生涯学習プラットフォーム」のコンセプトについては、住民の学習
要求に応えるように生涯学習活動をサポート・促進する「場」として位置づける、ということに重
点をおいている。いうまでもなく、検索ソフトにキーワードを入力することで、様々な機関・施設
が開設している講座などの「学習機会」を検索することは可能である。しかし、確実に情報を入手
できるようにするためには、プラットフォームに情報を集約することは、短時間でしかも正確に検
索する、という点で便利である。また、「生涯学習プラットフォーム」という、いわば「社会的に
認識され、共通の方向性を持ったサイト」として社会的に認知されることの意義は大きい、といえる。
（２）今後の「大学開放」を模索するー富山大学の実践例から
「学習機会」の提供や「大学開放」との関わりを視野に入れながら、「学習相談」について述べて
おきたい。
筆者のこれまでの大学における「学習相談」の経験をふまえるならば、「学習相談」において重
要なこととして、以下の点が挙げられる。
第一に、学習の到達点の認識である。これまでの学習歴をふまえ、どんなテーマ・内容について
どの程度の到達点まで学習が進んでいるか、ということについての評価である。
第二に、到達した学習の水準とともに、今後どのように学習を発展させていくべきか、というこ
とが問題になる。例えば、語学のコースの場合、英語の「初級」段階から「中級」、そしてさらに「上
級」へ、という発展コースは比較的理解しやすい。しかし、「初級」段階にある中で、ボキャブラリー
の不足が問題なのか、ヒアリングの正確さが問題なのか、あるいは表現能力なのか、といったより
具体的な内容で「評価」することが必要とされてくる。
第三に、学習到達点の客観的な評価をどのように行うのか、ということも大きな問題である。テ
ストを実施し、数値化できる場合には、得点によって到達点を一定程度ランクづけすることが可能
である。
第四に、学習したいという個人が、今後どのような労働・生産・生活を志向しているのか、とい
うことも重要な要素である。語学の場合、例えば、個人的な目的で外国旅行に行った際に現地の人
と直接会話したい、コミュニケーションをとりたい、ということがあり得る。あるいは、観光業の
関係の職業なので仕事に活かしたい、といった例もあり得る。こうした場合、「語学」の範囲での「上
達」を目指すことが基本になるのではあるが、旅行先の地域・民族・歴史・自然などについて理解
を深める、ということが次のステップの「学習内容」として設定されることになる。
第五に、より社会的に学習成果を活用したい、という場合も考えられる。いわば、「キャリアアッ
プ」に結びつけた学習の追求である。資格の取得などの場合には、それが次の就職や現職場での昇
進昇給に結びつくこともある。
第六に、他の教育機会に関する情報提供の可能性についても、豊富な情報収集が不可欠である。
最近ではネットで多くの情報が検索できるのではあるが、真に学習主体となる個人の学習の到達点
に即応した学習機会について情報検索することは、必ずしも容易なことではない。
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Ⅴ．結び
近年、情報関連の技術革新はめざましい。「学習機会」に関する情報とともに、学習内容を構成
するものも、極めて多様な領域にわたって社会的に提供されるようになっている。
地域住民の多様な学習要求・活動に応えるためには、最近の著しく発展したＩＣＴの活用も注目
されるところであるが、実際に学習活動に参加し、その「学習成果」を活用していくという文脈で
考えた場合、住民が自己の学習要求と学習活動の到達点を客観的に評価することが必要とされてく
る。そして、次の学習プログラムに進む上では、学習の到達水準をふまえた学習内容や学習機会・「学
習方法」を明らかにしていくことが必要となってくる。そこでは、他者が学習相談にあたるという
形での関与が重要なものとなってくる。これまでの「大学開放」では、この社会的ニーズに応える
ことを必ずしも十分に追求してきたとは言えず、その意味では今後の実践的な課題となっている。
また、学習機会を充実させ、利用できる学習機会を多様化させるためには、教育行政はもとより、
他の行政部門・企業、地域の社会組織、大学、ボランティア・ＮＰＯなどが「協働・協同」してい
くことが必要とされている。そうした「協働・協同」は、「地域生涯学習ネットワーク」つくりや、
「学習成果の活用…」…ということにも結びついてくる、と考える。
＜注＞
１）地域課題・生活課題に地域の行政・企業・社会組織・ボランティア・ＮＰＯなどが「協働・協同」して取
り組むべきだ、ということについてはこれまでも述べてきた。例えば、拙稿「地域住民の参加・参画型学
習活動と大学開放事業プログラムの可能性」（『富山大学地域連携推進機構生涯学習部門　年報』、第 17 巻、
2016 年）がある。
２）この点については、拙稿「今日的な大学の役割と地域生涯学習の方向性―持続的な発展を目指して―」（『富
山大学地域連携推進機構生涯学習部門　年報』、第 13 巻、2011 年）を参照されたい。
３）「人材育成」についても注１の論文を参照されたい。
４）「防災・減災」の課題については、すでに別の機会に触れたことがある。「熟議」についての取り組みの中
で、地域住民と行政・大学などが「協働・協同」する必要性について明らかにした。拙稿「富山大学」（『地
域・大学協働実践法』、悠光堂、2014 年）参照。
５）筆者は、「東日本大震災」の際に、富山県での被災者の受け入れに関わった経験を持っている。「３１１ネッ
ト」は、大学・行政・企業・ＮＰＯなどの社会的協同として取り組まれたもので、多大な成果を上げること
ができた。拙稿「ＮＰＯ活動の新しい可能性を『学び』が切り開く」（とやまＮＰＯ研究科編『ＮＰＯが動
く　とやまが動く』、桂書房、2012 年）を参照されたい。
６）「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策につい
て（答申）（中教審 186 号）」が 2015 年 12 月にまとめられている。省略して「地域学校協働答申」と呼ばれ
ているが、この点については、別の機会に論点整理を行いたいと考えている。
７）筆者は他の機会にも「食育」に関連した論文を執筆している。参照されたい。拙稿「子どもの生活と教育
の課題―食生活・食文化を中心として―」（『弘前大学生涯学習教育研究センター年報』、第５号、2002 年）
及び拙稿「グローバル化する『食問題』と大学開放の課題」（『北海道大学高等教育機能開発総合センター生
涯学習研究計画』、2011 年）などがある。
８）筆者はこの間、文部科学省の委嘱を受け、平成 28 年度からは農林水産省の委嘱で「食育ボランティア」
の大臣表彰の候補を選考する委員を務めてきた。そこで、全国的なレベルで貴重な実践例を検討する機会を
得た。
